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決算概要について 

学校法人 大阪女学院 

 

Ⅰ. 2021 年度決算概要について 

 

2021 年度（令和 3 年度）の決算概要について、事業活動収支計算書、資金収支計算書及び貸借対照表に

もとづいて以下のとおり説明します。 

 

１. 事業活動収支計算書 

【教育活動収支】 

（収入の部） 

学生生徒等納付金は 1,957,159 千円で、予算比で 20,290 千円の増加となりました。補正予算

を策定しましたが、大学・短大、中学・高校ともに策定時より増えたことが影響しています。 

経常費等補助金収入は、747,467 千円で、予算比で 8,265 千円の減少となりました。大学・短

期大学の経常費補助金が想定よりも減少したことによるものです。 

雑収入の増加は、退職者の発生により大阪府私学総連合会からの退職交付金が増加したことに

よるものです。 

（支出の部） 

人件費の増加は、主に退職金の増加によるものです。 

教育研究経費では、奨学費、支払報酬手数料、減価償却額が支出の大きな割合を占めています。

消耗品費、支払報酬手数料、撤去費は増加しましたが、光熱水費、旅費交通費、奨学費、修繕費

等は減少しました。管理経費については概ねほぼ予算通りでした。 

教育活動収支差額は、コロナ禍での入学者数の減少を受けて、学生生徒数の減少が大きく影響 

したことで、△151,340 千円になりました。 

 

【教育活動外収支】 

 受取利息・配当金については、低金利の金融市場の中、資産運用規程に則り、安定的な収入

を見込める高格付けの事業債で運用しています。 

 

【経常収支差額】 

教育活動収支と教育活動外収支を合わせた経常収支差額は、△146,436 千円になりました。 

 

【特別収支】 

 図書の内容を精査の上、大規模な処分を行いました。特別収支の収支差額は 1,566 千円にな

りました。 

 

【当年度収支差額】 

教育活動収支・教育活動外収支・特別収支の３区分の収支による基本金組入前当年度収支差額 

（△144,870 千円）から、基本金組入（6,469 千円）を行った結果、当年度収支差額は最終的に 

△151,339 千円となりました。 
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２. 資金収支計算書 

2021 年度は、チャペルの外壁塗装・屋上防水工事、中学・高校ではエレベータの更新工事、東

校舎空調の更新などを実施し、大学・短大では PC 教室の改修を行いました。そのための借入れを

行いました。翌年度の繰越支払資金は 451,930 千円です。 

 

３. 貸借対照表 

【資産の部】 

固定資産 （4,563,931 千円、対前年度比 51,402 千円減少） 

     建物の償却及び図書除却によるものです。 

流動資産 （1,113,455 千円、対前年度比 95,747 千円減少） 

    主に未収入金及び現金預金の減少によるものです。 

【負債の部】 

固定負債 （792,097 千円、対前年度比 90,650 千円増加） 

 長期借入金及び長期未払金の増加によるものです。 

流動負債 （836,474 千円、対前年度比 92,929 千円減少） 

  主に未払金及び前受金の減少によるものです。 

 

【純資産の部】 

基本金 （10,782,195 千円、対前年度比 6,469 千円増加） 

建物の組入れを行う一方、教育研究用機器備品や図書の除却等により、最終的には 6,469 千円

の増加となりました。 

繰越収支差額   

       繰越収支差額は昨年度より 151,339 千円減少し、翌年度繰越収支差額は △6,733,381 千円と

なりました。 
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Ⅱ. 勘定科目の説明 

１．事業活動収支計算書　　

※会計基準の改正により、従来の消費収支計算書は、2015年度より、事業活動収支計算書として大幅に書式変更されました。

　 学校法人特有の「基本金制度」や「収支均衡の原則」を維持した上で、企業会計の損益計算書に近い書式になっています。　

 

学生生徒等納付金

手数料

寄付金  

経常費等補助金

付随事業収入

雑収入

教育活動収入計

人件費

(退職給与引当金繰入額)

教育研究経費

(減価償却額)

管理経費

(減価償却額)

徴収不能額等

教育活動支出計

受取利息・配当金

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

資産売却差額

特別収入計

資産処分差額

特別支出計

基本金組入額合計

（参考）

事業活動収入計 事業活動収入の部の合計

事業活動支出の部の合計

予備費

総務、財務、広報等の経費

教育研究以外の施設設備の減価償却額

長期借入金・短期借入金の返済利息

教育活動を継続維持するための施設設備等の額で､当年度収支差額から差引く金額

科目 科目の説明

その他の特別収入

科目

その他の特別収入 施設設備の拡充等のための寄付金・補助金

施設設備の除却差額、有価証券が簿価を下回って売却した差額

徴収不能になっている額

科目の説明

有価証券売却額が簿価を超過した額

退職金財団交付金、施設使用料、廃品売却収入等

科目の説明

科目の説明

退職給与引当金の繰入額

学生生徒の教育研究のための経費

教職員の給与・退職金等

教育研究用の施設設備の減価償却額

科目 科目の説明

学生生徒の授業料､入学金等

入学検定料､証明書発行手数料等

特別寄付金・一般寄付金・現物寄付。施設設備の拡充等のための寄付金（特別収支）を除く

公開講座・外部委託講座の受講料

事
業
活
動
収
入
の
部教

育
活
動
収
支

教育活動収支差額

 

事
業
活
動
支
出
の
部

科目 科目の説明

事

業

活

動

収

入

の

部

資金収支計算書補助金収入のうち、施設設備の拡充等のための補助金（特別収支）を除く

預金利息､有価証券運用

事

業

活

動

支

出

の

部

特
別
収
支

特別収支差額

事

業

活

動

支

出

の

部

教育活動外収支差額

教
育
活
動
外
収
支

　　経常収支差額

科目
事

業

活

動

収

入

の

部

科目

事業活動収入計と支出計の差額

翌年度繰越収支差額

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額
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２．資金収支計算書

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

３．貸借対照表

固定資産

有形固定資産

特定資産

その他の固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

負債の部合計

基本金

　　第1号基本金

　　第4号基本金

繰越収支差額

　　翌年度繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

短期借入金、未払金、前受金、預り金、修学旅行預り金等

純資産の部

科目 科目の説明

校地、校舎、機器備品、図書等を自己資金で購入した金額

算出される運転資金として恒常的に保持すべき金額

現金預金、未収入金、有価証券、前払金、立替金、仮払金、修学旅行預り資産等

資産の部合計

負債の部

科目 科目の説明

長期借入金、退職給与引当金、長期未払金等

科目 科目の説明

土地、建物、構築物、教育研究用機器備品、管理用機器備品、図書、車両等

奨学金・減価償却・施設改修引当特定資産

教育研究用ソフトウェア、電話加入権、有価証券、奨学貸与金、長期性預金等

収入の部

科目 科目の説明

学生生徒の授業料､入学金等

入学検定料､証明書発行手数料等

資産の部

予備費 予算計上のない支出

長期借入金・短期借入金の返済元金

科目

特別寄付金、一般寄付金

国庫補助金､経常費補助金､授業料軽減補助金､授業料支援補助金等

有価証券の売却収入

公開講座・外部委託講座の受講料

預金利息､有価証券運用

退職金財団交付金、施設使用料、廃品売却収入等

私学事業団や銀行などからの借入金

次年度入学生の授業料、入学金

特定預金の取崩し、預り金の貸方残額

未収入金、前年度に受け入れた前受金

支出の部

科目の説明

教育研究用の機器備品、管理用の機器備品、図書等の取得費用

有価証券の購入、特定預金の積立て等

貸付金、預り金等の借方残額

未払金、前年度までに支払っている前払金支払支出

教職員の給与・退職金等

学生生徒の教育研究のための経費

総務、財務、広報等の経費

長期借入金・短期借入金の返済利息

土地､建物､構築物等の取得・改修費用
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附属表　活動区分資金収支計算書

※企業会計の キャッシュフロー計算書にならい、活動区分ごとに資金の流れを把握することを目的としており、 「教育」「施設整備等」
 「その他」の３つの活動区分に組み替えています。

 

学生生徒等納付金収入

手数料収入

特別寄付金収入

一般寄付金収入 用途指定のない寄付金

経常費等補助金収入

付随事業収入

雑収入

教育活動資金収入計

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

教育活動資金支出計

施設設備寄付金収入

施設設備補助金収入

施設改修引当特定資産取崩収入

施設整備等活動資金収入計

施設関係支出

設備関係支出

施設改修引当特定資産繰入支出

施設整備等活動資金支出計

有価証券売却収入

奨学金引当特定資産取崩収入

長期性預金収入

奨学貸与金収入

預り金受入収入

修学旅行費預り資産からの繰入収入

　　　小計

受取利息・配当金収入

その他の活動資金収入計

借入金等返済支出

有価証券購入支出

貸与奨学金支払支出

修学旅行費預り金支払支出

仮払金支払支出

立替金支出

貯蔵品購入支出

　　　小計

借入金等利息支出

その他の活動資金支出計

奨学金のための引当特定資産を取り崩したもの

事業債等の有価証券のために購入した支出

　　　調整勘定等

教育活動資金収支差額

期未未収入金・前期末未払金など、前年度・当年度・翌年度間の調整をする

科目のうち、財務活動によるもの。

中学・高校の修学旅行費用預り金借方残高

大学・短大学生の奨学貸与金

一時的な預り金

科目

科目

収
入

科目の説明

学生生徒の授業料､入学金等

入学検定料､証明書発行手数料等

　　　差引

用途指定のある寄付金のうち、施設設備に対する寄付を除く

国・地方公共団体からの助成金のうち、施設設備に対する助成を除く。経常
費補助金､授業料軽減補助金､授業料支援補助金等

預金利息､有価証券運用、施設賃借料等

前受金や期未未収入金・前期末未払金など、前年度・当年度・翌年度間の調

整をする科目のうち教育活動によるもの。

期未未収入金・前期末未払金など、前年度・当年度・翌年度間の調整をする

科目のうち、施設整備等活動によるもの。

中学・高校の修学旅行費用預り金貸方残高

長期借入金・短期借入金の返済利息

科目の説明

有価証券の売却収入

長期性預金を取崩し現金化したもの

公開講座・外部委託講座の受講料

退職金財団交付金、施設使用料、廃品売却収入等

総務、財務、広報等の経費

科目の説明

学生生徒の教育研究のための経費

教職員の給与・退職金等

長期借入金・短期借入金の返済元金

翌年度新入生のために購入するため、未使用のまま期末に残っている消耗品

　　翌年度繰越支払資金

収
入

支
出

　　　差引

　　　調整勘定等

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

大学・短大在学中の奨学貸与金に対する卒業生からの返済

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

　　前年度繰越支払資金

科目

支
出

　　　差引

　　　調整勘定等

支
出

その他の活動資金収支差額

施
設

整
備

等
活
動

に
よ
る

資
金
収

支

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

教育研究用機器備品、管理用機器備品、図書等の取得費用

施設整備等活動資金収支差額

国・地方公共団体からの助成金のうち、施設設備に対する助成

用途指定のある寄付金のうち、施設設備に対する寄付

土地､建物､構築物等の取得・改修費用

施設改修のために引き当てた特定資産を取り崩したもの

施設改修のために特定資産として引き当てたもの
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Ⅲ. 財務データの推移（経年比較と財務比率比較） 

資金収支計算書   （単位：千円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

学生生徒等納付金収入 1,866,403 1,940,032 2,004,020 2,150,682 2,059,961

手数料収入 21,967 22,460 23,721 19,335 20,721

寄付金収入 49,062 20,672 24,376 21,605 23,896

補助金収入 828,536 703,283 704,330 664,216 759,888

 　国庫補助金収入 280,186 180,233 188,578 146,804 228,921

 　地方公共団体補助金収入 548,350 523,050 515,752 517,412 530,967

資産売却収入 150,000 40,000 100,000 0 0

付随事業・収益事業収入 12,619 10,013 12,100 10,976 6,911

受取利息・配当金収入  4,753 2,124 1,883 2,675 4,805

雑収入  57,783 33,032 92,739 62,389 44,810

借入金等収入 78,900 245,000 0 180,000 0

前受金収入 268,361 295,085 328,478 253,894 240,090

その他の収入 198,353 376,454 176,923 191,673 148,261

資金収入調整勘定 △ 493,290 △ 302,645 △ 395,791 △ 395,774 △ 316,270

前年度繰越支払資金 393,720 469,308 687,438 790,929 638,852

収入の部合計 3,437,167 3,854,818 3,760,217 3,952,600 3,631,925

 

  （単位：千円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

人件費支出 1,871,163 1,847,011 1,963,355 1,873,043 1,866,919

教育研究経費支出 447,942 629,587 550,349 662,161 616,759

管理経費支出 178,781 180,186 186,089 222,186 197,165

借入金等利息支出 6,410 6,069 4,838 3,817 3,326

借入金等返済支出 89,731 97,733 66,500 76,380 88,860

施設関係支出 280,077 11,551 58,812 47,834 87,584

設備関係支出 41,911 18,958 54,327 112,461 65,681

資産運用支出 22,441 182,250 133,430 240,154 135,177

その他の支出 198,461 335,063 142,003 259,714 202,923

資金支出調整勘定 △ 169,058 △ 141,028 △ 190,416 △ 184,002 △ 94,954

次年度繰越支払資金 469,308 687,438 790,930 638,852 462,485

支出の部合計 3,437,167 3,854,818 3,760,217 3,952,600 3,631,925

事業活動収支計算書   （単位：千円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

学生生徒等納付金 1,866,403 1,940,032 2,004,020 2,150,682 2,059,961

手数料 21,967 22,460 23,721 19,335 20,721

寄付金 49,658 21,369 26,775 24,107 25,096

補助金 828,536 703,283 704,330 664,216 759,888

 　国庫補助金 280,186 180,233 188,578 146,804 228,921

 　地方公共団体補助金 548,350 523,050 515,752 517,412 530,967

受取利息・配当金  4,753 2,124 1,883 2,675 4,805

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 0 0 0 0 0

付随事業収入 12,618 10,013 12,100 10,976 6,912

雑収入  58,032 33,209 92,785 62,920 45,804

事業活動収入計 2,841,967 2,732,490 2,865,614 2,934,911 2,923,187

基本金組入額合計 △ 72,536 △ 124,318 △ 118,731 △ 165,574 △ 144,493

当年度収支差額 2,769,431 2,608,172 2,746,883 2,769,337 2,778,694

   

　    （単位：千円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

人件費 1,867,823 1,845,636 1,919,734 1,845,061 1,919,081

教育研究経費 633,682 805,235 721,192 834,397 795,826

管理経費 194,111 194,654 199,966 235,960 209,498

借入金等利息 6,410 6,069 4,838 3,817 3,326

資産処分差額 5,703 2,110 9,549 27,721 3,539

その他の特別支出 0 336 0 0 0

徴収不能額 775 3,838 2,870 7,068 1,040

徴収不能引当金等繰入額 367 82 3,992 3,574 3,078

事業活動支出計 2,708,871 2,857,960 2,862,141 2,957,598 2,935,388

当年度収支差額 60,560 △ 249,788 △ 115,258 △ 188,261 △ 156,694

前年度繰越収支差額 △ 5,889,738 △ 5,821,619 △ 6,041,713 △ 6,156,971 △ 6,345,232

基本金取崩額 △ 7,559 △ 29,694 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 5,821,619 △ 6,041,713 △ 6,156,971 △ 6,345,232 △ 6,501,926

収入の部

支出の部

事業活動収入の部

事業活動支出の部
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事業活動収支計算書関係比率 （単位：％）

分類 比率名称 算式(×100)

学生生徒等納付金

経常収入

寄付金

事業活動収入

補助金

事業活動収入

人件費

経常収入

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

基本金組入額

事業活動収入

人件費

学生生徒等納付金

事業活動支出

事業活動収入－基本金組入額

事業活動収入-事業活動支出

事業活動収入

 ※ 財務比率の「評価」 (日本私立学校振興・共済事業団による) は次のとおりです。

        △　高い値が良い　　▼　低い値が良い  ～どちらともいえない

　

区分
評価 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

収入構成

学生生徒等

納付金比率
～ 70.7 73.8 71.4 69.6

寄付金

比率
△ 0.9 0.8 0.9 0.1

補助金

比率
△ 24.6 22.6 26.0 24.0

支出構成

人件費

比率
▼ 67.7 63.3 66.5 65.7

教育研究

経費比率
△ 25.4 28.6 27.6 26.0

管理経費

比率
▼ 7.1 8.1 7.3 6.1

借入金等

利息比率
▼ 0.2 0.1 0.1 0.1

基本金

組入率
△ 4.1 5.6 4.9 4.8

収支バランス

人件費

依存率
▼ 95.8 85.8 93.2 94.3

基本金組入後

収支比率
▼ 104.2 106.8 105.6 102.8

経営状況
事業活動収支

差額比率
△ 0.1 △ 0.8 △ 0.4 2.1

2021年度

69.6

0.4

26.3

69.0

28.6

7.3

0.1

0.2

99.1

105.3

△ 5.1

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

主な事業活動収支計算書の関係比率

事業活動収支差額比率

学生生徒等納付金比率

人件費比率

教育研究費比率

管理経費比率

基本金組入後収支比率
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貸借対照表 （単位：千円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

4,715,759 4,744,585 4,689,499 4,615,332 4,563,931

1,192,527 1,141,015 1,063,853 1,209,202 1,113,454

   資産の部合計 5,908,286 5,885,600 5,753,352 5,824,534 5,677,385

固定負債 808,894 892,441 843,017 701,447 792,097

流動負債 934,726 851,180 780,557 929,403 836,474

   負債の部合計 ① 1,743,620 1,743,621 1,623,574 1,630,850 1,628,571

基本金（の部合計） ② 10,321,637 10,487,211 10,631,704 10,775,726 10,782,195

繰越収支差額 ③ △ 6,156,971 △ 6,345,232 △ 6,501,926 △ 6,582,042 △ 6,733,381

5,908,286 5,885,600 5,753,352 5,824,534 5,677,385

  

貸借対照表関係比率 （単位：％）

分類 比率名称 算式(×100)

自己資金

総資金

基本金

基本金要組入額

固定資産

総資金

流動資産

総資金

流動資産

流動負債

現金預金

前受金

固定負債

総資金

流動負債

総資金

総負債

総資金

総負債

自己資金

　　　　
 ※  財務比率の「評価」 (日本私立学校振興・共済事業団による) は次のとおりです。

        △　高い値が良い　　▼　低い値が良い

    総資金＝負債＋基本金＋繰越収支差額　 自己資金＝基本金＋繰越収支差額

    運用資産＝その他の固定資産＋流動資産

科      目

固定資産

流動資産

負債及び純資産の部【①＋②＋③】合計

区    分
評価 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

自己資金

自己資金

構成比率
△ 70.5 70.4 71.8 72.0

基本金

比率
△ 97.6 98.1 98.8 99.2

資産構成

固定資産

構成比率
▼ 79.8 80.6 81.5 79.2

流動資産

構成比率
△ 20.2 19.4 18.5 20.8

資産蓄積

流動比率 △ 127.6 134.1 136.3 130.1

前受金

保有比率
△ 240.8 251.6 192.6 250.1

負債割合

固定負債

構成比率
▼ 13.7 15.2 14.7 12.0

流動負債

構成比率
▼ 15.8 14.5 13.6 16.0

総負債

比率
▼ 29.5 29.6 28.2 28.0

負債比率 ▼ 41.9 42.1 39.3 38.9

2021年度

71.3

98.8

80.4

19.6

133.1

284.2

14.0

14.7

28.7

40.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

主な貸借対照表の関係比率

自己資金構成比率

固定資産構成比率

流動比率

総負債比率
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Ⅳ. 財産目録 

財 産 目 録 

2022年（令和4年）3月31日現在 

Ⅰ資産総額                                5,677,385,319円 

 基本財産                     4,563,930,566円 

      運用財産                        1,113,454,753円 

Ⅱ負債総額                               1,628,571,217円 

 固定負債                        792,096,938円 

      流動負債                         836,474,279円 

Ⅲ正味財産                               4,048,814,102円 

                         区  分 金 額（単位：円） 

資産の部 

基本財産 

          土地         44,971.630㎡              1,609,573,687円 

          建物         31,581.825㎡             1,965,149,229円 

          構築物                                         36,345,015円 

                図書・ビデオ    161,864点                 490,569,970円 

                教具・校具・備品 15,815点                205,142,584円 

                特定資産                       208,448,417円 

                 その他                               48,701,664円 

運用財産 

                現金預金                           451,929,940円 

                    未収入金                         73,078,545円 

                有価証券                                        410,816,903円 

                その他                         177,629,365円 

資産総額 （Ⅰ）                            5,677,385,319円 

負債の部 

固定負債 

                長期借入金                          351,580,000円 

長期未払金                    54,528,584円 

                    退職給与引当金                         385,988,354円 

流動負債 

短期借入金                           71,060,000円 

未払金                      153,693,913円 

前受金                     167,560,090円 

預り金                             444,160,276円 

負債総額 （Ⅱ）                         1,628,571,217円 

 

正味財産 （資産総額－負債総額） （Ⅰ－Ⅱ）                     4,048,814,102円 

※ 基本財産の土地は簿価で表記しています。 
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Ⅴ. 学校会計と企業会計との相違点 

 

学校法人会計と企業会計との相違点について 

 

学校法人会計の計算体系は、事業活動収支計算書と資金収支計算書の二つから成り立っています。その

目的は「学校法人の経営に必要な資金の調達及び運用の過程を記録、計算して経営判断に適切な資料を提

供する」ことです。 

2015 年度より、学校法人会計基準の改正（平成 25 年 4 月 22 日文部科学省令第 15 条）に伴い、大幅な

計算書書式等の変更を行いました。この改正は、他の会計基準の優れた点を取込み、一般的にわかりやす

くすること、そして私学の厳しい経営環境の変化に対応するため、適切な経営判断に一層役立つものとす

ることをポイントに考えられたものです。 

以下に学校法人会計と企業会計との違いについてまとめてみましたので、ご参考ください。 

 

（１） 事業活動収支計算書と資金収支計算書 

事業活動収支計算書は、学校法人の永続性を維持するために、事業活動収入・事業活動支出の内容 

及びその均衡の状態を明らかにするためのものです。 

その仕組みは、企業会計でいえば損益計算書です。「事業活動収支」「教育活動外収支」「特別収支」は、

それぞれ損益計算書における「営業損益」「営業外損益」「特別損益」と似た計算構造となっています。     

当年度の事業活動収入（収益）から事業活動支出（費用）を差し引いた額を、基本金組入前当年度 

収支差額（当期利益）としています。ここから基本金組入額を控除した数値が、当年度収支差額です。

基本金とは学校運営を行うための設置基準のようなものです。学校法人は、校地や校舎などの継続的に

維持すべき資産を自己資金で用意しなければならないので、その相当額を基本金組入額として控除する

ことにより、当年度収支差額を確定します。 

利益を出すことが学校法人の目的ではないため、学校経営では、収支均衡が理想とされています。 

しかしながら、永続性を維持するためには、適度にプラスであることが必要です。 

資金収支計算書は、学校法人における資金の流動性を確保するため、諸活動に対応するすべての収入

及び支出の内容並びに支払資金の収入及び支出のてん末を明らかにするためのものです。さらに、資金

管理すなわち予算管理へとつながり、諸活動の計画性を要求し、学校法人の維持と発展を実現させるも

のです。 

企業会計のキャッシュ・フロー計算書に該当するもので、権利確定主義に基づいて収入・支出を計上

し、資金の流れを明らかにするために作成されます。附属表として、活動区分資金収支計算書が新設さ

れ、「教育」「施設整備等」「その他」の３区分に区分けして表示しています。それぞれ、キャッシュ・フ

ロー計算書においては「営業」「投資」「財務」に相当するものです。 

 

（２） 貸借対照表 

   年度末（3月 31 日現在）における資産、負債、基本金及び収支差額を把握し、学校法人が、教育・ 

 研究に必要な財産を適正かつ安全に保持しているかどうかを確認するためのものです。 

企業会計では、資産から負債を差し引いた額を「資本」と言いますが、学校法人は寄附行為によって

設立されているため、資本という概念はありません。 

学校法人会計では、資産から負債を差し引いた額を「正味財産」と言い、その額は、「基本金」と「翌

年度繰越収支差額」の合計額となります。 
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（３） 予算会計 

  企業会計と比べると予算管理が重視されています。学校法人における収入と支出を伴うあらゆる活動 

は、それを裏付ける予算に基づいて実行され、その計算書は予算に対して実績を対比する形で表されま 

す。これは、予算管理を通じて経営をコントロールすることであり、学校法人の維持存続を期待し、収 

入と支出の均衡を前もって計画した予算に基づいて実行することを要請するものであるということです。 

 

学校法人会計と企業会計の比較表 

 学校法人会計 企業会計 

事業目的 教育・研究活動 経済活動（利潤追求） 

会計基準 学校法人会計基準 企業会計原則・企業会計基準 等 

 

決 算 書 

・資金収支計算書 

・事業活動収支計算書 

・貸借対照表 

・キャッシュ・フロー計算書 

・損益計算書 

・貸借対照表 

・株主資本等変動計算書 

（参考文献：梶間栄一氏 著「よくわかる学校法人会計の仕組みと決算書の見方」より）  

 

 

 

 


